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第１章 大綱策定の背景                
 

１．大綱策定にあたって 

 

本市は平成 17年の市町村合併以降、大仙市総合計画に掲げる将来像の実現に向け、三

次に渡り行政改革大綱を策定しており、社会情勢や市民ニーズの変化に対応しながら、

取組を実施してきました。令和２年４月には、市民目線の「行政サービス」に重点を置

き、限られた行政資源の最適化と行政サービス満足度向上を目指す「質の改革」、業務効

率化とコスト削減を目指す「量の改革」を推進する「行政サービス改革大綱」を策定し

取組を進めてきました。 

一方、この間、コロナ禍を経て社会全体のデジタル化が進み、AI1を始めとするデジタ

ル技術も急速に進展しました。こうした変化に対応していくため、市の情報化計画とし

て平成 18年度に策定していた「大仙市地域情報化計画」を改め、より俯瞰的・戦略的な

見地からデジタル変革により目指す市の将来像を掲げた「大仙市 DX2推進ビジョン」を令

和３年４月に策定、令和４年度に同アクションプランを追加し、取組を進めてきました。 

それぞれ異なる経緯を持つ「大仙市行政サービス改革大綱」及び「大仙市 DX推進ビジ

ョン」の２つの計画は、初期計画制定時の社会情勢や背景となる国の政策等が異なるも

のの、現行計画では人口減少・超高齢社会・厳しい財政状況、市民ニーズの多様化、職

員数の減少などの課題を解決しようとする目的が一致しているため、取組の多くに関連

性があることから、行政改革とデジタル変革を連動し一体的に取り組むことにより効率

と効果を高めるため、次期大綱策定の検討を機に両計画の評価を行いながら計画の一本

化と施策の整理を行うこととしました。 

本市の最上位計画である「大仙市総合計画」で描く市の将来像の実現に向け、組織機

構や職員配置の見直し、業務効率化、財政健全化を目指す改革を行う「行政改革」と、

デジタル技術を活用し地域の価値と市民の幸せの質を高め、ヒト・モノ・カネ・ジカン

の投資対効果を最大限発揮する「デジタル変革」の２つの視点・方法により、市民の視

点に立った、サービスを「利用していただく」という認識の思考のもと、改革を推進す

るための基本的な考え方や具体的な取組内容を示す指針として本大綱を策定するもの

です。 

  

                                                   
1 AI（Artificial Intelligence）：人工知能。「学習・認識・理解・推論・提案」など、人間の知能を人工的に再現

する技術の総称 
2 DX（Digital Transformation）：デジタルトランスフォーメーション。デジタル変革。デジタル技術を駆使して、

業務の仕方や事業内容を変革すること 
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【これまでの大綱等の主な取組】 

行政改革大綱 地域情報化計画・DX推進ビジョン 

実施期間 主な取組 実施期間 主な取組 

平成18年3月 

（H17～21） 

・組織機構の見直し（大曲総合

支所の廃止） 

・公共施設の見直し 

・事務事業の評価 

・老人保健施設、保育園法人化 

・第 3セクターの見直し 

等 

平成19年3月 

前期 

（H19～22） 

後期 

（H23～27） 

・ホームページを通じた情報発信 

・移動通信用鉄塔の整備 

・旧市町村システムの統合（図書

館、上下水道） 

・共同受信施設の整備改修（地上

デジタル放送対応） 

・市内全域での光ブロードバンド

環境整備 

・公共施設の公衆無線 LAN整備 

等 

第２次 

平成22年3月 

前期 

（H22～23） 

後期 

（H24～25） 

・公共施設の見直し 

・組織機構改革 

・老人保健施設等の法人化への

取組 

・自主防災組織の結成促進 

・スポーツクラブの設立 

・投票区の再編 

等 

第３次 

平成26年３月 

前期 

（H26～28） 

後期 

（H29～R1） 

・公共施設等総合管理計画の策

定 

・道路維持体制の再編 

・人事評価の確立 

・市債発行額の抑制と計画的な

発行 

・行政財産処分の推進 

等 

第２次 

平成28年3月 

前期 

（H28～31） 

中期 

（R2～4） 

後期（DX） 

（R5～7） 

・内部情報システムの最適化 

・クラウドサービス3の活用 

・コミュニティFMの整備（中継局

整備を含む） 

・地理情報システム（ＧＩＳ）の整備 

・情報化推進体制の整備 

・情報セキュリティの強化 

・ICT人材育成 

等 

行政サービス 

改革大綱 

令和2年4月 

（R2～7） 

・電子申請の推進 

・オープンデータの導入 

・分かりやすい窓口の推進 

・申請書の簡略化 

・AI・RPA4等新技術の導入 

・ペーパーレス化の推進 

・働き方改革の推進 

・新規財源確保の検討 

等 

DX推進 

   ビジョン 

初版 

令和3年4月 

（R3～4） 

第2版 

令和 5年 3月

（R4～8） 

・オープンデータ5の推進 

・行政手続きのオンライン化 

・公共施設予約システムの導入 

・ワンストップ窓口6 

・キャッシュレス決済7の導入 

・自治体情報システム標準化・共

通化 

・ペーパーレス化の推進 

・テレワーク8の推進 

・クラウドサービスの導入 

・DX推進体制 

等 

 

  

                                                   
3 クラウドサービス：インターネットを介して提供されるサービス 
4  RPA（Robotic Process Automation）：パソコンで行う定型的、反復的な事務作業を自動化できるソフトウェア

ロボット技術 
5 オープンデータ：誰もが容易に利用できる形式により、国、地方公共団体及び事業者がインターネット等を通じ

て公開するデータ 
6 ワンストップ窓口：ひとつの窓口で複数の手続きを完結できる窓口サービス 
7 キャッシュレス決済：現金を使わずに、クレジットカード、電子マネー、QR コード決済などの手段で支払う方法 
8 テレワーク：情報通信技術を活用して、自宅など職場以外の場所で業務を行うこと 
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２．大綱の位置付け 

 

本大綱は、「人が活き 人が集う 夢のある田園交流都市」を将来都市像とする「第３

次大仙市総合計画」を最上位計画として、基本目標の「５ 地域と共に創る、未来に続

く持続可能なまち」の「５－４ 行財政運営の効率化」の施策を推進するための基本的

な考え方や具体的な取組内容を示した指針として位置付けます。 

また、総合計画において、分野横断的に重視する視点に「DX の推進」を掲げており、

市のあらゆる分野の DX の視点を取り入れた施策についても対象とし、「市民サービスの

向上」、「行政運営の効率化」、「地域課題の解決」に一体的に取り組んでいくものとしま

す。 

推進にあたっては、業務効率化や財政健全化を目指す「行政改革」と、新たなサービ

スや価値の創出・提供を実現する「デジタル変革」の２つの視点を組み合わせ、各種取

組を実施していきます。 

 

３．市の状況 

（１）人口減少と財政状況 

本市の人口は昭和 30 年の 12万 3,158人をピークに減少に転じ、平成 12年に 10万人

を下回って以降、年間約 1,000人程度のスピードで減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計によると、人口減少・高齢化は

今後も年々高まっていく見通しで、令和 27 年には生産年齢人口（15 歳以上 64 歳以下）

を老年人口（65 歳以上）が上回ると予想され、令和 32 年には総人口に占める老年人口

の割合が 50%を超える見込みとなっています。 

 

 

（図 １） 大仙市の将来推計人口 
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（図 ２) 大仙市の将来推計人口割合 

 

本市の財政状況として主な財政指標から見てみると、経常収支比率9は令和６年度で

91.1％となっており、人口や産業構造が類似している類似団体との比較では低いものの、

新型コロナウイルスによる影響があった時期を除き、90%を超えている状況です。また、

財政力指数10は 0.349 で、類似団体と比較しても大きく下回っており、財政の硬直傾向

が見られます。 

 

 

(図 ３） 大仙市の主な財政指標 

 

                                                   
9経常収支比率：人件費など経常的に支出する「経常経費充当一般財源」が、税収や普通交付税など経常的な収

入である「経常一般財源等」に占める割合。比率が低いほど、政策的経費や臨時経費に充てる割合を多く持つこ

とができ、「財政力の弾力性」があることを示す。 
10 財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額(地方交付税算定にあたって総務省が

決めた基準に従って、その自治体の税収や地方譲与税額を見込んだもの)を基準財政需要額（その自治体の仕

事に費やす費用を見込んだもの）で割って出た数値の過去３年間の平均値。財政力指数が高いほど、財源に余

裕があるといえる。 
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人口減少や人口構成比の推移からも、市税収入の減少や社会保障関連経費の増大が予

想されるほか、市が所有する施設等の老朽化などの状況を鑑みると、厳しい財政運営が

継続していくと推測されます。 

 

（２）市職員の業務状況と労働時間 

市では、業務改善や効率化の足掛かりとするため、令和２年に全庁での業務量の調査

を実施しました。調査結果によると、専門性不要で定型的な作業的業務（ノンコア業務）

時間の割合が、全業務時間のうち 41％であるとの結果が出ました。 

本調査では、他にも、ノンコア業務が多い部署で業務における紙の使用量が多い傾向

にあることが明らかになりました。そのため、市では、オンライン申請の推進や電子決

裁、会議資料の電子化など、積極的なペーパーレス化の推進に取り組んできました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 ４） 職員の作業時間と性質毎の比率 

 

また、市職員の労働時間を見てみると、一人当たりの平均年間時間外労働時間は、新

型コロナウイルスの影響が少なくなった令和４年度ころから減少傾向にあるものの、総

時間外労働時間は、例年４万時間を超えている状況となっています。 
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（図 ５） 職員の時間外労働時間 

 

人口減少、生産年齢人口の減少に伴って職員数も減少していくことが想定される

中、住民サービスを維持、向上させながら、更なる人口減少、高齢者率の増加、住民

のニーズの多様化等に対応するためには、作業的ノンコア業務を縮小、削減し、相談

業務を充実させるなど、業務の質を高める必要があります。 

 

（３）DXの動向 

わが国では、平成 12 年の「IT基本法」制定以後、「e-Japan戦略11」を掲げ、ネットワ

ーク環境など IT基盤の整備が進められてきました。平成 28年には超スマート社会（電

子的空間と現実空間を高度に融合させることで、経済発展と社会的課題の解決を両立さ

せる人間中心の社会）の実現を掲げた「Society 5.0」が提唱され、未来像として「持続

可能性と強靭性を備え、国民の安全と安心を確保し、一人ひとりが多様な幸せ（Well-

Being）を実現できる社会」が明記されており、これは平成 27年に国連サミットが採択

した SDGs12とも軌を一にするものとなっています。 

しかし、新型コロナウイルスへの対応において、国、自治体のデジタル化の遅れや人

材不足、不十分なシステム連携に伴う行政の非効率、煩雑な手続きや給付の遅れなどデ

ジタル化に関する様々な課題が明らかになりました。こうした課題を根本的に解決する

ため、令和２年に閣議決定した「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」では、

「IT基本法」の全面的な見直しと、デジタル社会の形成に関する司令塔として「デジタ

ル庁」を設置する方針が示され、令和３年に「IT基本法」の後継となる「デジタル社会

形成基本法」が策定されるとともに、デジタル庁が発足し、目指すべきデジタル社会の

ビジョン「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが

                                                   
11 e-Japan 戦略：日本型ＩＴ社会の実現を目指す戦略。超高速インターネットの整備やインターネットサービスの

低廉化や利便性向上を促進 
12  SDGs（SustAInable Development Goals）：持続可能な開発目標。2030 年までに「誰一人取り残さない」持

続可能でより良い世界を目指す、17の目標からなる国際目標 
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でき、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」

の実現に向けて、国民目線でのサービス創出やデータ資源の利活用、社会全体の DXを推

進する取組が進められています。 

「デジタル社会形成基本法」において、地方公共団体は、地域の特性を活かしたデジ

タル社会形成のための施策を自律的に策定・実施する責務を負うとされました。また、

「デジタル社会の実現に向けた基本方針」を踏まえ令和２年に策定された「デジタル・

ガバメント実行計画」における国、地方のデジタル化指針に基づき、自治体が重点的に

取り組むべき施策を具体化するとともに、総務省及び関係省庁による支援策等をとりま

とめた、「自治体 DX推進計画」が策定されました。令和３年には、行政のデジタル化の

みを対象としていた「デジタル・ガバメント実行計画」は廃止され、社会全体のデジタ

ル化を対象とする後継の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が策定されました。 

他方、地方においては、平成 26年に施行された「まち・ひと・しごと創生法」に基づ

く「まち・ひと・しごと総合戦略」により、様々な地域の社会課題の解決や魅力向上を

図る取組により地域活性化を図ってきましたが、その流れをデジタルの力を活用して継

承・発展させていくため、総合戦略を抜本的に改訂し令和５年度を初年度とする５か年

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が始動しました。その後、日本経済成長の起爆

剤としての大規模な地方創生策を講ずるために示された「地方創生 2.0 基本構想」（令和

７年６月 13日閣議決定）では、政策の５本柱のうちの一つとして「新時代のインフラ整

備と AI・デジタルなどの新技術の徹底活用」を掲げ、「デジタル田園都市国家構想総合

戦略」の後継として令和７年 12月 23日に閣議決定された「地方創生に関する総合戦略」

においても、地方創生 2.0基本構想での基本姿勢・視点に基づいて、関連施策を展開し

ていくこととされています。 

「自治体 DX推進計画」は、こうした国の取組と歩調を合わせたデジタル化が地方自治

体で推進されるよう、毎年改定が行われています。令和７年 12月に改定された第５版で

は、各団体において DX を進める前提となる考え方として、「①BPR13の取組の徹底」「②自

治体におけるシステム整備の考え方」「③オープンデータの推進・官民データ活用の推

進」、自治体における DX の推進体制の構築として、「①組織体制の整備」「②デジタル人

材の確保・育成」「③計画的な取組」「④都道府県と市区町村の連携による推進体制の整

備」、重点取組事項として「①自治体フロントヤード改革14の推進」「②地方公共団体情報

システムの標準化」「③『国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針』に

基づく共通化等の推進」「④公金収納における eL-QR15の活用」「⑤マイナンバーカードの

取得支援・利用の推進」「⑥セキュリティ対策の徹底」「⑦自治体の AI の利用推進」「⑧

テレワークの推進」、自治体 DXの取組とあわせて取り組むデジタル社会の実現に向けた

                                                   
13 BPR（Business Process Re-engineering）：業務本来の目的に立ち返り、組織や制度、システム、業務体系を

抜本的に見直すこと 
14  自治体フロントヤード改革：オンライン申請やマイナンバーカードの活用などデジタル技術を活用しつつ、住民

との接点の多様化・充実化、窓口業務の改善などを通じて、住民利便性向上と業務効率化を図る取組 
15 eL-QR（エル-キューアール）：地方税統一 QR コード。eLTAX（地方税共同機構が運用している地方税ポータ

ルシステム）を通じてオンラインで支払いができるよう、支払い情報を二次元コード（QR コード）化したもの 
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取組として「①デジタル実装の取組の推進・地域社会のデジタル化」「②デジタルデバイ

ド16対策」「③デジタル原則を踏まえた規制の点検・見直し」が掲げられています。 

 デジタル社会の目指す姿を実現させるためには、住民に身近な行政を担う自治体、と

りわけ市区町村の役割は極めて重要とされていることから、当市においても、国が示す

施策等を注視しつつ市の状況を踏まえたデジタル変革（DX）を進めていく必要がありま

す。 

 

（４）地域幸福度（Well-Being）指標 

地域幸福度（Well-Being（ウェルビーイング））指標とは、市民の暮らしやすさと幸

福感（Well-Being）を数値化・可視化した指標で、デジタル社会進展の先に目指す「心

ゆたかな暮らし」と「持続可能な環境・社会・経済」の実現に向けた取組の指標とし

て、国のデジタル施策においても重要な指標に位置付けられています。 

この指標は、地域における幸福度・生活満足度を計る４つの設問と３つの因子群(図

を参照)から構成され、カテゴリー毎に偏差値化した主観指標（主観によるアンケート

データ）と客観指標（オープンデータによる客観データ）が使用されており、市民の

暮らしやすさと幸福感を自治体ごとに数値化・可視化しています。 

 

 

（図 ６） 地域幸福度（Well-Being）指標 

  

                                                   
16 デジタルデバイド：インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じ

る格差 
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大仙市においては、幸福度と生活満足度ともに 2023年以降ほぼ横ばいの数値となっ

ていますが、「地域行政」「デジタル生活」のカテゴリーに着目した場合、主観値は上

昇傾向、客観値は下降傾向が見られます。地域行政や生活に係るデジタル化に対して

前向きな評価をする住民が増えている一方、デジタル生活の充実については他地域と

比較し相対的に低下しているものと考えられ、地域の DX推進を図る必要があると考え

られます。 

 

（表 １） 地域幸福度指標（標準版調査） 

     ※ デジタル庁「地域幸福度（Well-Being）指標の活用サイト」より抜粋 

  

年度 
2023 

（n=108） 

2024 

(n=101) 

2025 

(n=106) 

幸福度（10点満点中） 6.4 6.3 6.3 

生活満足度（10点満点中） 6.0 5.7 6.0 

カテゴリー別 

偏差値 

地域行政 
主観 36.4 41.0 42.0 

客観 42.4 42.4 42.4 

デジタル生活 
主観 33.１ 34.1 40.2 

客観 51.1 49.6 47.3 
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４．行政サービス改革大綱及び DX推進ビジョンの検証 

 

令和２年度から令和７年度までを計画期間として策定した「行政サービス改革大綱」

では、将来を見据えた行政サービスの最適化を目指し、「質の改革」と「量の改革」とい

う２つの視点と、「行かなくて済む『市役所』の推進」「来庁者にやさしい『市役所』の

推進」「サービス向上と業務効率化を目指すオフィス改革」「新規財源確保の推進」の４

つ重点取組を進めてきました。また、令和３年度に策定した「DX 推進ビジョン」では、

「地域価値創造」「行政サービス向上」「行政運営効率化」の３つの基本方針を掲げ、行

政資源の投資対効果の最大化と価値の向上と創出を図る施策に取り組んできました。 

これまでの取組の実績を振り返り、市民からの声や社会情勢、本市を取り巻く環境を

基に評価検証を行います。 

 

（１）取組の振り返り 

①行かなくて済む、来庁者にやさしい「市役所」の推進 

行政手続きに係る市民の皆様の利便性の向上と負担の軽減を図るため、いつでもイン

ターネットを通じて手続き可能なオンライン申請の充実と、来庁された方の手続きを分

かりやすく、簡略化する取組を進めてきました。 

令和２年度に行政手続きの一斉調査を実施し、押印等が必要だった市の行政手続き文

書 1,469 件のうち、1,348 件について押印や署名の義務付けを廃止する見直しを実施し

ました。令和６年には、子育て、介護、被災者支援や引越し等の主要な申請手続に重点

を置き、一斉にオンライン化を開始しています。令和４年度には証明書のコンビニ交付

の導入、令和６年度の公共施設予約サービス提供開始など、市民の皆様が時間や場所を

問わずに行政サービスが利用できるよう、利便性向上に継続的に取り組んでいます。 

申請手続きのオンライン化については、令和２年度から令和６年度までの５年間で

226 の手続についてオンラインによる申請が可能となっており順調に増加しています。

オンライン申請を導入した場合、運用上の課題が残るものも数多くあることから、業務

の見直しを行いながら、オンライン化の対象範囲を更に拡大していく必要があります。 
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（図 ７） 申請手続きのオンライン化実績 

 

証明書のコンビニ交付の利用実績は、導入当初の令和４年度の利用率は 8.5％でした

が、令和７年度（12月まで）は 20.3％に増加しています。 

 

 

（図 ８） 証明書のコンビニ交付の利用実績 

 

また、公共施設予約サービスについては、導入当初の令和６年４月の利用率は 4.2％

でしたが、令和７年 12 月は 18.3％に増加しています。 
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（図 ９） 公共施設予約サービスの利用実績 

 

自宅からいつでも手続きできるオンライン申請や身近なコンビニでの証明書交付の

需要は今後も高まっていくことが予想されるため、申請可能な手続きや取得可能な証明

書の多様化などサービスの充実を図るとともに、サービスの普及・浸透を目的とした情

報提供を行い、更なる利用促進に繋げる必要があります。 

こうしたデジタルを活用したサービスを多くの方にご利用いただくため、スマートフ

ォンを持っていない方や、より便利に活用したい方向けのスマホ体験事業や相談会を実

施し、令和４年度から７年度にかけて延べ 361人の方にご参加いただいています。また、

インターネットへ接続できる環境整備を行っており、令和７年度時点では観光施設やコ

ミュニティ施設など 47 施設において Wi-Fi17環境を提供しています。 

 

 
（図 10） 令和 6年度スマホ相談会の様子 

 

                                                   
17 Wi-Fi（ワイファイ）：パソコンやスマートフォンなどの機器を、無線でインターネットに繋がる LAN（Local 

Area Network）に接続する技術 
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来庁される市民の皆様に分かりやすく便利な窓口サービスを提供するための施策と

しては、窓口業務の集約、申請書の簡略化、手続きの簡素化を図る取組を行ってきまし

た。令和４年度に「窓口改革に係る検討会議」を設置し、職員が来庁者になりきって窓

口手続きを体験し、課題等の洗い出しや解決策の検討を行う「窓口体験調査」を毎年実

施しています。調査結果を基に、おくやみ窓口の体制見直し、座席配置の変更、届出様

式の統合、庁舎案内の拡充、受付発券機の導入、証明書発行や引越しの届出書類の作成

支援や手続き案内票を作成する窓口手続き支援システムの導入を行いました。また、支

払い方法の多様化に対応するため、窓口での証明書発行手数料の支払いにクレジットカ

ードや電子マネーをご利用いただけるよう、令和４年度からキャッシュレス決済を開始

しています。 

人口構成や社会の変化に対応しつつ、引き続き、来庁者にやさしい「市役所」として、

デジタルツールも利用した窓口業務の改善に取り組んでいく必要があります。 

 

②暮らしと豊かさを支える取組と情報発信の充実 

近年の激甚化・頻発化する自然災害やクマ出没への対応など、市民の安全・安心と生

命・財産を守る取組や、子育て世代への支援の充実、スマート農業の普及、健幸まちづ

くり事業の推進など、住みよいまちづくりの取組とその情報発信の充実を図る取組を進

めてきました。 

自然災害の発生時には、避難所の開設状況や被害の発生個所など速やかな情報発信が

重要となることから、ホームページや SNSによるリアルタイムでの情報発信環境の拡充

を図っており、令和６年度には市のホームページや公式 LINE アカウントのリニューア

ルを行いました。 

ホームページでは、より必要な情報にアクセスしやすいレイアウトへの見直しや、市

民主催のイベントカレンダー機能の追加、ウェブアクセシビリティ18への配慮などの改善

を行いました。市の多岐に渡る情報が掲載されるホームページでは、情報の見やすさや

障がい等にも配慮したアクセシビリティを維持していくことが重要であることから、ペ

ージの作成ルールの徹底と職員のリテラシー教育を継続的に実施していく必要があり

ます。 

また、SNS での情報発信を強化し、市の公式 LINE アカウントでは、チャットボット19

機能の導入、子育て、防災・災害情報、オンライン申請などのメニュー追加により利便

性の向上を図ったほか、地域のクマの出没情報やイベント情報など、必要なときに必要

とされる方へ届ける情報発信を行っています。公式 LINE アカウントの友だち登録者数

は、令和７年 12月時点で 17,978人となっており増加傾向にありますが、発信する情報

の充実と利用価値の向上に努め、更なる普及促進が必要です。 

 

                                                   
18 ウェブアクセシビリティ：すべての人々が、年齢や身体能力、利用環境などに関わらず、ウェブサイトで提供す

る情報やサービスを利用できること 
19 チャットボット：会話形式で質問への回答や案内を自動で行うプログラム 
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（図 1１） ホームページと LINＥアカウント 

 

 

（図 12） 市 LINEアカウントへの友だち登録者数 

 

データの利活用についても、市の保有するデータを広く公開し、市民への情報提供、

行政の透明性向上、経済活性化、新しいサービス創出を目指すことを目的としたオープ

ンデータの取組を令和３年度に開始し、各種統計データのほか、施設や風景の画像デー

タなど、令和７年 12月現在で 17分類 155種類のデータを公開しており、市民や事業者

によるデータ活用の基盤を整えています。オープンデータについて今後発展的な利活用

を進めて行くためには、単独自治体での取組だけでなく、県など広域でのデータ連携基

盤の整備の検討、また、民間サービスとの連携の検討が必要となっています。 

オープンデータの取組のほか、当市におけるデータの利活用事例として、スマート農

業と健幸まちづくりプロジェクトが挙げられます。スマート農業については、水田水位

センサーや遠隔給水ゲート機器の試験貸付事業の実施のほか、生産効率向上や従事者負

担の軽減を実現する自動操舵農業機械が利用できる環境を整備するため、市内全域で

RTK20基地局の共用を開始しています。 

また、健康状態の「見える化」により健康づくりの意識向上と運動の実践を促し、健

康寿命の延伸を図る「健幸まちづくりプロジェクト」は、令和７年 12 月時点で参加者

                                                   
20 RTK：（Real Time Kinematic）GPS などの衛星測位システムを利用し、リアルタイムで高精度な位置情

報を取得する測位技術 

2,537 

4,087 

7,936 

12,446 

14,878 

17,978 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年



   - 15 - 

31,693人、参加事業所数 522事業所となっており、官民連携による地方創生の取組とし

て定着が進んでいます。上位者への商品の進呈や、QUO カードへの交換が可能な健幸ポ

イントを取得できるウォーキングイベント等の開催、オリジナル活動量計を作成してい

るタニタ秋田工場の見学ツアーの実施のほか、様々な活動量計盤面の提供など、それぞ

れの状況や好みに合わせて健康づくりに取り組める施策を実施しています。 

社会全体のデジタル化が進む中、市の地域経済において新たな価値を創出していくた

めには、スマート農業のさらなる推進のほか、地域事業者の人手不足への対策、事務効

率化、キャッシュレス決済の導入支援などによるマーケティングへのデータ利活用など、

デジタルツールやデータを活用した取組を進めていく必要があります。 

更には、迅速な給付金の振込や暮らしを支える個人のデータの基盤として、国によっ

てマイナンバーを活用したデータ連携の拡大や、公的個人認証サービス21等のマイナン

バーカードの活用が進められてきました。市においても、国の取組に協調し、市役所窓

口での受付や商業施設に開設したスマート窓口でのマイナンバーカード申請手続のサ

ポートに加え、移動が難しい方に対して自宅や施設へ出張申請サポートを実施しており、

令和７年度 12 月末時点において、市人口に対するマイナンバーカードの保有枚数は

62,563枚、保有率は 84.8%となっています。マイナンバーカード自体の有効期限や、オ

ンラインで個人認証を行うための電子証明書にも有効期限があることから、マイナンバ

ーカードの利用環境を整えるため、引き続き更新を含めた申請サポートを行っていく必

要があります。 

マイナンバーカードの活用に加え、国と自治体の支援制度を合わせてお知らせする子

育て支援制度プッシュ型通知の取組や、災害情報を伝える県の防災システムなど、市独

自の施策や制度だけでなく、県や国との取組と協調して推進し、市民の皆様の暮らしを

支えていく必要があります。 

 

③サービス向上と業務効率化を目指すオフィス改革 

業務の電子化による行政サービス向上と効率化を進めることで、新たな行政運営スタ

イルを目指すとともに、職員のモチベーション向上と質の高い仕事ができる環境づくり

を推進する取組を進めてきました。 

各部署の業務構造や業務量を把握するため、令和３年度に全庁を対象とした調査を実

施のうえ分析を加えました。その結果、デジタルへの置き換えが有効とされる専門性が

不要で定型的な業務が全体の 41％を占めると分析されたことから、そうした窓口業務や

印刷業務の一部を外部委託したほか、紙での運用を電子データへと移行し作業の自動化

等を推進するため、ペーパーレス化の促進に取り組みました。文書の回覧・伝票の決裁

や時間外・休暇の申請などの庁内業務を電子化するシステムを導入したほか、タブレッ

ト端末の導入による議会・庁内会議資料のペーパーレス化、職員用ネットワークの無線

                                                   
21 マイナンバーカードの IC チップに搭載された電子証明書を利用して、オンラインで利用者本人の認証や契約

書等の文書が改ざんされていないことの確認を公的に行うための安全・確実な本人確認を行うためのサービス。 
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化による会議室等でのパソコン利用環境の整備、プリンタ設置数の削減、電子契約サー

ビスの導入等を行っています。また、業務を効率化するツールを内製できるノーコード

ツールの導入、RPA・AI による手入力作業の自動化、文書の要約や文書案作成などへの

生成 AIの活用を実施しました。 

デジタル社会の実現に向け、全国の自治体の基幹系情報システムを統一基準で整備す

る自治体情報システム標準化については、令和５年度に市の標準化基本方針を策定して

取組を進めており、国が求める令和７年度までのガバメントクラウド22等への構築を完了

しています。 

多様で柔軟な働き方の実現による生産性向上労働環境の改善を図る働き方改革の取

組として、テレワーク端末の導入や時差出勤の運用を開始しています。 

ペーパーレス化の取組を進めた結果、印刷に係るパフォーマンス料、印刷用紙の使用

量については、令和２年度はそれぞれ約 291 万円、366 万枚だったのに対し、令和６年

度には約 117万円、214 万枚に減少しており、それぞれ 59％、41％の削減が図られてい

ます。ペーパーレス化をより一層推進していくためには、状況や必要に応じて紙で対応

すべきものを除き、慣例や規定により紙で運用されている業務等の見直しも必要である

と考えられます。 

 

 

（図 13） ペーパーレス化の実績 

 

令和４年度から開始した「DX 推進人材育成プロジェクト」では、計 21 名の若手職員

がチーム員としてプロジェクトに参加し、DXの基礎的な知識の習得と BPR の実践ができ

る人材を育成することを目的に実施しながら、市民サービス向上や業務効率化、働き方

改革について課題や解決策の提案を行いました。 

オンライン申請がより多くの方に利用いただけるよう周知方法の改善や相談体制の

充実を図ることの提案や、職員相互のコミュニケーションやチームプロジェクトを円滑

                                                   
22 ガバメントクラウド：デジタル庁が主導して整備・運用する、政府が共通で利用するクラウドサービス基盤 
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化するコラボレーションツール23の導入と、働く時間や場所の柔軟性を高めるフレック

ス制度24やサテライトオフィス25、フリーアドレス26の導入が提案されており、働きやすさ

の改善による職員の意欲向上や時間外業務の削減を図る働き方改革の取組を更に推進

していくこととしています。 

 

 

（図 14） DX推進人材育成プロジェクト（第２期）の様子 

 

④新規財源確保の推進 

公共施設の修繕・更新・管理運営等に総合的・計画的に取り組む公共施設等総合管理

計画の推進と合わせ、新たな施策の検討と実施により、市が保有する資産を活用した財

源確保を推進してきました。 

老朽化により維持することが困難となった施設の統廃合を進めるとともに、市の保有

資産の効果的な活用策として、市有地の貸付による収入の確保や、売却可能資産のホー

ムページ等への掲載、処分促進価格の設定等により、未利用土地の売却の継続的な取組

の推進を図りました。 

また、市で使用する封筒へ広告を掲載することにより封筒の無償調達や、大曲庁舎内

の空きスペースを活用した広告入りの総合案内板やモニターの設置など、歳出の削減や

新たな収入源の創出の取組を進めました。 

市有資産の活用と財産処分の推進による令和２年度から６年度の累計収入額は、1 億

1398万円となっています。 

  

                                                   
23 コラボレーションツール：チャット、カレンダー、通話機能などが統合されており、利用者同士の円滑な情報共

有や連携を支援するサービス 
24 フレックス制度：職員が月の所要労働時間の範囲内で労働時間を柔軟に設定することができる制度 
25 サテライトオフィス：居住地や出張先に近い拠点で勤務することで、通勤や移動に要する時間を削減しつつ業

務を行うこと 
26 フリーアドレス：個人に業務用の席を指定しないことで、職員が自由に席を選んで業務を行うこと 
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（表 ２） 未利用土地の処分及び資産活用による収入額 

 

 

未利用土地の処分や市有財産活用による財源確保に引き続き取り組みながら、修繕・

運営等に係るコストの適正化を図るとともに、公共施設の機能と配置のバランスを重視

した施設の統廃合・配置の最適化に取り組んでいく必要があります。また、行政と民間

の連携による協働・共創のまちづくりと持続可能な自治体経営を実現するため、民間活

力を積極的に活用していく必要があります。 

  

（単位：円）

年度 R2 R3 R4 R5 R6 合計

①土地売払収入（遊休資産） 30,827,014 22,017,500 9,990,497 12,435,388 34,672,814 109,943,213

②総合案内板広告料 264,000 284,000 384,000 384,000 384,000 1,700,000

③土地貸付料（広告用） 297,500 510,000 510,000 510,000 510,000 2,337,500

合計 31,388,514 22,811,500 10,884,497 13,329,388 35,566,814 113,980,713
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（２）取組の評価（市民の声） 

本市では、平成 18年度より「市民による市政評価」の調査を実施しており、大仙市総

合計画のもとに行われている各施策に対して、満足度・重要度を５段階評価（５が重要

度、満足度が高い）として評価いただいており、重要度から満足度を差し引いた差分を

「要望度」としています。 

調査結果では、行政改革を含む「行財政運営の効率化」、コミュニティ FMなど情報発

信を含む「地域情報化」の項目については、評価する施策 29項目の要望度の平均と比較

すると、「行財政運営の効率化」は平均値に近く、「地域情報化」は平均値よりやや低い

要望度として推移しており、直近５年間での大きな変化は見られていません。 

 

 

（図 15） 「市民による市政評価」 直近５年間の要望度の推移 

 

また、令和４年度からは「市の情報発信や行政サービスのデジタル化」についての現

状と要望の調査も行っています。   

「市のサービスは利用しやすいか」の問いにおいては、経年での推移において「利用

しやすい・ある程度利用しやすい」の回答はほとんど変化がみられませんが、「利用しに

くい・どちらかと言えば利用しにくい」の回答に増加傾向があり、多様化する市民ニー

ズに対応した利便性向上に引き続き取り組んでいく必要があると考えられます。 

  

要望度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

行財政運営 0.87 0.87 0.72 0.65 0.78

地域情報化 0.37 0.30 0.37 0.40 0.43

雇用・就労 1.42 1.50 1.63 1.53 1.65 要望度最大

スポーツ 0.00 -0.04 0.00 0.01 0.11 要望度最小

平均値 0.65 0.69 0.76 0.72 0.83
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（表 3） 「市民による市政評価」における「市の情報発信や行政サービスのデジタル 

化」の設問に対する割合推移 

 

 

 

（図 １6） 「市民による市政評価」における「市の情報発信や行政サービスのデジタル化」の 

設問に対する割合推移 

 

さらに、令和６年度には、令和８年度に策定する第３次大仙市総合計画に向けて、よ

り市民目線に立った実効性のある計画にするためのアンケート調査（以下「第３次総合

計画策定に向けたアンケート」とする。）を行っており、その中で、行財政運営において

どのような点に重点を置いて取り組んでいくべきか、市民の皆様よりご意見を伺いまし

た。 

今後の行財政運営についてどのような点に重点を置いて取り組んでいくべきか（３つ

まで選択可）、という問いに対しては、「申請などの手続の簡素化」が最も多く、次に「わ

かりやすい窓口やサービスの迅速化」が多くなっており、市役所での申請やサービスの

向上を重要視している方が多いことが分かっています。また、デジタル化を進める上で

力を入れていくべきとする分野については、「高齢者・障がい者・地域福祉」が 31.5％

で最も高く、次に「子ども・子育て支援」、次に「医療、健康づくり」と続いており、健

康福祉分野に関して、デジタルの力が発揮されることに期待が寄せられています。 

 

R4 R5 R6 R7

n=508 n=537 n=567 n=518

利用しやすい・ある程度しやすい 53.5% 53.3% 53.1% 51.4%

利用しにくい・どちらかといえば利用しにくい 15.9% 15.1% 13.9% 17.6%

問：市のサービスは利用しやすいですか
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（図 17） 「第３次総合計画策定に向けたアンケート」における「行財政運営において重点を 

置いて取り組むべき項目」の回答結果 

 

（図 18） 「第３次総合計画策定に向けたアンケート」における「デジタル化を進める上で力を 

入れるべき分野」の回答結果 

 

(３) 行政サービス改革及び DX 推進の必要性 

本市は、三次にわたる行政改革大綱、令和２年度に策定した「行政サービス改革大綱」

により、市民サービスの向上と効率的な行政運営への改革を推進してきました 。また、

コロナ禍を経て加速する社会全体のデジタル化に対応すべく、令和３年度に策定した

「大仙市 DX 推進ビジョン」により、デジタル技術を活用した変革に取り組んできまし

た。 

これまでの取組により、「行かなくて済む市役所」を目指した行政手続きのオンライン

化や証明書等のコンビニ交付の開始、「来庁者にやさしい市役所」の取組による、待たせ
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ない、書かせない、迷わせない窓口への改善など、市民のくらしの利便性の向上の推進

を図ってきました。また、RPAや AIといった新技術の導入による業務の自動化、ペーパ

ーレス化の推進、テレワークの導入など、業務の効率化と働き手の環境改善を図る取組

を行ったほか、市有資産の活用による財源確保など、持続可能な行政運営の構築につい

ての取組も推進してきました。 

しかし、人口減少・超高齢社会の進行、依然として厳しい財政状況、そして多様化・

複雑化する市民ニーズといった本市を取り巻く課題は、より一層深刻さを増しています。

市政評価においては、市のサービスを「利用しにくい」とする回答が増加傾向にあるほ

か、実効的な総合計画策定のための調査では、「申請などの手続の簡素化」や「分かりや

すい窓口やサービスの迅速化」を求める声が多く、特に健康福祉関係の分野でデジタル

技術の活用が強く期待されており、対象者や分野を問わず行政運営の改革とデジタル変

革が必要とされていることがうかがえます。 

これらの市民の期待に応え、山積する課題を解決していくためには、手続きのオンラ

イン化の一層の推進、オンライン申請が困難な高齢者等にも配慮した「ワンストップ窓

口」や「近場での窓口サービス」の導入の検討、市や民間が所有するデータを結び付け

広域連携や民間サービスとのリアルタイム連携など、資源としてのデータ利活用を推進

していくことが必要です。また、職員の働き方改革を推進するためのコラボレーション

ツールの導入や、生成 AI、NFTといった最新技術を活用した新たな価値や市民サービス

の創出、企業版ふるさと納税27やクラウドファンディング28による多様な財源の確保など、

これまでの取組をさらに深化させるとともに、新たな課題にも対応していく必要があり

ます。 

社会情勢の変化や技術の進展に対応しながら、全ての市民が質の高い行政サービスを

実感できる持続可能なまちの実現を目的とし、引き続き全庁を挙げて「行政改革」と「デ

ジタル変革」を強力に推進します。これらの改革と変革を一体的に推進することで、施

策の効果・効率性および実効性を高めるため、「行政サービス改革大綱」と「DX 推進ビ

ジョン」を併合した「行政サービス改革・DX推進大綱」を策定します。 

 

  

                                                   
27 企業版ふるさと納税：企業が自治体に寄付をすると税負担が軽減される制度 
28 クラウドファンディング：プロジェクトの資金を、インターネットを通じて不特定多数の人から集める仕組み 
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第２章 基本方針及び推進体制                
 

１．基本方針                       

 

本市の抱える課題として、高齢化の進行と人口減少、デジタル化の加速による社会情

勢の変化、厳しい財政状況、住民ニーズの多様化、それに伴う行政運営の高度化や複雑

化に加えて、職員数の減少が挙げられ、一定の期間この傾向は継続するものと考えられ

ます。 

有限な行政資源である、「ヒト・モノ・カネ・ジカン」の制約もますます強まっていく

中で、行政責任を確保しながら、多様化・高度化する市民ニーズに対して、迅速性、的

確性、実効性を追求しつつ、未来を見据えた「選択」と「集中」による効率的・効果的

な運営を継続し、「最小の経費で最大の効果」を得る改革を進めていく必要があります。 

また、デジタル活用やデータの活用による効率化や高付加価値化は必須の事項である

ことから、これまで以上に、あらゆる取組について横断的、俯瞰的な観点から捉え、様々

な関係者と協働し、活用できるリソースを共有しながら、デジタルを最大限活用した変

革のもとで、限られた資源の全体最適化を図る必要があります。 

こうしたことから、「市民サービスの向上を実感してもらえる行政サービスの提供」を

実現する「質の改革」、「スマート自治体への転換に向けた業務の効率化・コスト削減」

を実現する「量の改革」の視点から改革に取り組むとした従前の行政サービス改革大綱、

「デジタル変革によるヒト・カネ・ジカンの投資対効果を最大限に発揮し、価値を高め、

新たな価値を生み出す」とした DX推進ビジョンの基本的な方針・理念を基に、「将来を

見据えた、行政サービスの最適化」を基本方針とし、市の将来都市像である『人が活き 

人が集う 夢のある田園交流都市』の実現を目指します。 

 

２．目指す方向性                       

 

「利用してもらう」から「利用していただく」という意識のもと、市民からの視点を

重要視した便利さが実感できる行政サービスへの転換を進めていきます。 

また、人口減少に伴う将来の職員数の減少を見据え、限られた人員体制でも持続可能

な行政運営を実現するため、手作業や紙運用などの非効率な業務をデジタル技術の活用

を原則として省力化し、AIなどの先端技術やデータの高度な連携を推進することで、業

務の質的向上と付加価値の高い行政サービスの提供を図ります。併せて、「デジタル化」

することを目的とするのではなく、業務の本質を捉え運用や業務のあり方の抜本的な見

直しが実践できる人材の育成を図ります。 

さらに、「ヒト・モノ・カネ・ジカン」を行政資源として最大限活用し、未来を見据え

た「選択」と「集中」による効率的・効果的な運営を継続し、「最小の経費で最大の効果」



   - 24 - 

を得る行政であり続けるため、行財政運営の適正化に努めるとともに、市民との協働・

共創のまちづくりを推進していきます。 

 

 ■改革により目指す方向性 

 ・分かりやすさ、簡単さ、速さが実感できる市民サービスへの転換 

 ・デジタルファーストで行政サービスを作り替えるデジタル変革 

 ・デジタル技術・データを最大限に活用した付加価値のあるサービスの提供 

 ・社会の進展や変化に合わせた柔軟・迅速な業務改革と人材育成 

 ・省力化・効率化と新たな財源確保、市民との協働・共創による持続可能な 

  行財政運営 

 

３．構成と期間 

 

本大綱は、「行政改革」と「DX（デジタル変革）」の２つの視点に基づき、「市民に寄り

添い繋がるサービスの促進」、「DXによる豊かさと新たな価値の創出」、「デジタル社会に

適応した行政基盤の構築」、「健全で持続可能な行財政運営」の４つの重点取組を柱とし

ます。 

重点取組に対してその具体的な実施計画として、推進期間における実施スケジュール

及び取組の内容を定めた「取組計画」を定め、計画に基づき着実な改革の推進を図りま

す。また、各取組には目標を設定した上で、年次的に進捗状況を確認し、環境及び市民

ニーズの変化に的確に対応するため、改めてどのような手法を採ることが最適であるか

検討しなおすなど、適宜内容の見直しを行います。 

本大綱の推進期間は、令和８年度から令和 12年度までの５年間とします。 

 

４．推進体制 

 

本大綱に基づく行政改革及び DX 推進の取組を着実に推進するため、推進体制として

は、「大仙市行政改革推進本部設置要綱」に基づき、市長を本部長、副市長・教育長を副

本部長、庁議メンバーを本部員とする「大仙市行政改革推進本部」を設置し、事務局を

DX推進課に置きます。 

実施計画の進捗管理を実施するために本部内に幹事会を置き、幹事長を DX推進課長

とします。幹事会には実施計画の進捗状況把握のため、各課所室から指定を受けたチ

ーム員からなる行革推進チームを置き、全庁体制で行政改革に取り組みます。 
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また、本大綱は、市議会、地域協

議会、市民の意見の公募により策

定、推進を図るとともに、市の広報

誌やホームページなどを通じて推

進状況を公表し、適宜見直しを行い

ます。 

 

 

 

 

５．個人情報・セキュリティ 

 

市民の安全・安心を守ることを最優先とし、統計的・匿名性の高いデータを最大限に

活用し DXに取り組みつつも、国が定める統一基準である「個人情報保護に関する法律」

に基づき個人情報及び個人データについては適切な管理運用を行います。データの運用

や情報セキュリティ体制については「大仙市情報セキュリティポリシー」や国が定める

「サイバーセキュリティ基本法」等に基づき適切な取り扱いを行います。「地方公共団体

情報システムの標準化に関する法律」にて規定されるガバメントクラウドの利用や、オ

ンライン手続等の新たな手法導入に際しても、万全のセキュリティ対策を講じます。 
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６．体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．市民に寄り添い繋がるサービスの促進 

２．DX による豊かさと新たな価値の創出 

３．デジタル社会に適応した行政基盤の構築 

４．健全で持続可能な行財政運営 

【本市を取り巻く現状と課題】 

『将来を見据えた、行政サービスの最適化』 

【目指す方向性】 

【行政改革】 【デジタル変革】 

【２つの視点による改革】 

【４つの重点取組】 

・人口減少と高齢化の進行   ・デジタル化の加速による社会情勢の変化 

・厳しい財政状況       ・市民ニーズの多様化 

・行政運営の高度化・複雑化  ・職員数の減少 

【基本方針】 

・分かりやすさ、簡単さ、速さが実感できる市民サービスへの転換 

・デジタルファーストで行政サービスを創り替えるデジタル変革 

・デジタル技術・データを最大限に活用した付加価値のあるサービスの提供 

・社会の進展や変化に合わせた柔軟・迅速な業務改革と人材育成 

・省力化・効率化と新たな財源確保、市民との協働による持続可能な行財政運営 

 

・「ヒト・モノ・カネ・ジカン」等の行政資源の、未来を見据えた「選択」

と「集中」による「最小の経費で最大の効果」を得る改革が必要 

・デジタル技術やデータを最大限活用した業務効率化、高付加価値化、限

られた資源の配分等の全体最適化を図る必要性 
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第３章 重点取組                 
 

１．市民に寄り添い繋がるサービスの促進 

 

オンライン申請や分かりやすい窓口、情報発信の強化で、いつでもどこでも、誰にと

っても便利な市役所を目指します。 

 

（１）いつでもどこでも身近な市役所 

好きな時間に、直接窓口に行かなくても申請手続きが行えるオンライン申請や、移動

の負担の少ない近場での窓口サービスの提供が可能な環境の整備を推進し、市民一人ひ

とりのニーズに応えられる行政サービスを提供する。また、庁舎再編を見据え、庁舎以

外の場所でも均質な窓口サービスが提供できる体制の構築を目指す。 

【取組内容】 

 ①オンライン申請の充実 

 ②キャッシュレス納付の対象拡大 

 ③窓口へのアクセスの多様化 

 

（２）分かりやすくスムーズなやさしい窓口 

来庁者が迷わずに目的の窓口に訪れ、手続きをできる限り早く、簡単に、ひとつの窓

口で済ませられる、来庁者にとって利便性が高く負担の少ない窓口環境を整備する。 

【取組内容】 

 ①ワンストップ窓口 

 ②分かりやすい窓口の推進 
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（３）見つかる・伝わる・届く情報発信 

市のホームページや SNSから、常に新しく分かりやすい内容で情報を発信し、市民そ

れぞれが必要とする情報をいつでも望む方法で受け取ることができるよう、見る側の視

点に立った見やすさ、伝わりやすさの向上と、必要な人に必要な情報を必要な時に届け

られる情報発信に努める。 

【取組内容】 

 ①見やすいホームページの維持 

 ②情報の伝わりやすさ・発信力の強化 

 ③市民に開かれた議会の促進  
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２．DXによる豊かさと新たな価値の創出 

 

マイナンバーカードやスマートフォン、AIの活用やデータ連携により、利便性の高い

新たなサービスの導入や、新たな価値の創出を目指します。 

 

（１）誰一人取り残されないデジタル化の推進 

マイナンバーカードやスマートフォンを活用した利便性の高いサービスの導入を推

進するとともに、利用者が不便なくサービスが利用できる環境づくりと情報機器の操作

方法の習得支援を行う。 

【取組内容】 

 ①マイナンバーカードの活用推進 

 ②市民の情報技術の利用促進 

 

（２）暮らしと地域経済のデジタル化 

災害時の避難所運営や、通行止め、危険箇所などの情報の集約と周知、子どもの健全

な成長の見守りを推進するための情報管理について、システムやデータ連携などデジタ

ル技術を活用してサービスや施策の効果の向上を図る。また、市民の支払の迅速化と利

便性の向上や事業者の生産性向上を図るため、地域のキャッシュレス化を推進する。 

【取組内容】 

 ①防災対策の強化 

 ②こども育成支援の促進 

 ③地域のキャッシュレス推進 

 

（３）新技術による公共サービスの高度化 

AI等の新技術の活用や、市が公開するオープンデータ、民間が所有するデータを資源

として活用し、新たなサービスの提供や市の資源の付加価値化など、これまでに無かっ

た新たな価値の創出を図る。 

【取組内容】 

 ①AI等の活用 
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３．デジタル社会に適応した行政基盤の構築 

 

デジタル技術を活用した業務の生産性・能率の向上や効率化、デジタル人材の確保・

育成など、デジタル社会に適応した行政基盤を構築します。 

 

（１）業務の生産性・能率の向上 

従来の手作業、確認作業を前提とした業務のあり方を根本から見直し、業務の生産性

や能率の向上を図るため、デジタル技術の活用を原則とした業務効率化の取組を推進す

る。また、職員が家庭の状況や生活スタイルに合った働き方の選択により意欲を高め、

組織内の交流と相互理解を促進し、それぞれが持つ能力を効果的に発揮できる環境の構

築を推進する。 

【取組内容】 

 ①デジタルを原則とした業務効率化 

 ②多様な働き方の実現 

 ③事務事業の外部委託 

 

（２）電子データ化の推進と活用 

紙文書の印刷や送付、保管コストの削減や、業務効率化、セキュリティ対策の強化、

環境負荷軽減のため、紙から電子データによる運用へと変革するペーパーレス化の促進

を図る。また、デジタル化の支障となるアナログ規制29の見直しを行い、業務効率化とコ

スト削減を図る。 

【取組内容】 

 ①ペーパーレス化の推進 

 ②調達手続きのデジタル化 

 ③アナログ規制の見直し 

  

                                                   
29 アナログ規制：目視での確認や書面での提出、対面での講習など、人の手によるアナログ的な手法を前提と

するルールや制度 
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（３）国の重点計画との協調 

国が主導し進める自治体情報システムの標準化、共通化への対応、法人、土地、住所

などの社会の基本データを一元管理する公的基礎情報データベースの構築、データ連携

基盤の整備など、社会全体の利便性向上、行政の業務効率化を推進する。 

【取組内容】 

 ①システムの標準化・共通化 

 ②便利と簡単を生み出す情報連携基盤 

 

（４）持続可能なデジタル行政の実現 

専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル実装による地域の課題解決を牽引する

人材の確保や、データやシステムを有効に活用し、業務プロセスの抜本的な見直しと再

構築（BPR）が実践できる人材の育成を推進する。また、個人情報の保護とサイバー攻撃

などの脅威に備えたセキュリティ対策を行い、持続的なデジタル行政の推進体制を構築

する。 

【取組内容】 

 ①デジタル人材の確保・育成 

 ②個人情報・セキュリティ対策 
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４．健全で持続可能な行財政運営 

 

限りある行政資源を効率的に活用し、将来にわたり持続可能な財政基盤を確立します。 

 

（１）証拠に基づく政策立案 

有限な行政資源を活用し効果的な行政運営を行うためには、客観的な根拠に基づいた

課題の把握、分析を行い、施策の選択と集中を推進する必要があることから、EBPM30によ

る政策立案を推進する。 

【取組内容】 

 ①EBPMの促進 

 

（２）公共施設マネジメントの推進 

将来を見据えた公共施設の機能と配置の最適化と、運営や維持に係る経費の削減と平

準化を図るため、計画的な予防保全型の維持管理や修繕、省エネ性の高い設備への更新、

施設の統廃合、複合化、長寿命化などを総合的に計画・実行する。また、用途廃止施設

の解体について、民間のノウハウも活用し、計画的、効率的に進めていく。 

【取組内容】 

 ①公共施設の運営コストの適正化 

 ②用途廃止施設の解体費削減 

 

（３）地域価値創出による財源確保 

本市の資源の有効な活用や、資源の持つ魅力を活かし高めるため、公民連携の推進や、

ガバメントクラウドファンディングの活用、企業版ふるさと納税の寄付企業の増加、行

政視察の有償化、市有資産の活用と財産処分の促進、公平性のある受益者負担の見直し

など、新たな財源の確保と資源や魅力の磨き上げを図る。 

【取組内容】 

 ①公民連携の推進 

 ②新規財源確保の推進 

  

                                                   
30 EBPM（Evidence-based Policy Making）：政策の企画・立案を、経験や直感ではなく、データや合理的

根拠（エビデンス）に基づいて行う手法 
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各種取組計画                  
 

本大綱に掲げた重点取組については、それぞれ具体的な「取組計画」を策定し、PDCA

サイクルにより進捗状況を管理し、定期的に見直しを行います。 


